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証券コード　3784
平成24年６月６日

株 主 各 位
大 阪 市 北 区 堂 島 浜 二 丁 目 ２ 番 ８ 号

ヴィンキュラム ジャパン株式会社
代表取締役社長 瀧 澤 　 隆

第23回定時株主総会招集ご通知

拝啓　日頃より格別のご高配を賜り厚く御礼申しあげます。
　さて、当社第23回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成24年６月26日（火曜日）
午後５時までに到着するようご返送いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成24年６月27日（水曜日）午前10時
２．場 所 大阪市北区堂島浜二丁目１番25号

社団法人中央電気倶楽部　511号室
※末尾の「株主総会会場ご案内図」をご参照ください。　

３．目 的 事 項  
　報 告 事 項 １．第23期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類ならびに会計監査人および監査役会
の連結計算書類監査結果報告の件

　  ２．第23期（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）計
算書類報告の件

　決 議 事 項  
　第１号議案 剰余金配当の件
　第２号議案 定款一部変更の件
　第３号議案 取締役７名選任の件
　第４号議案 監査役２名選任の件
　第５号議案 補欠監査役１名選任の件
　第６号議案 退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計算書類に修
正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　
http://www.vinculum-japan.co.jp/）に掲載させていただきます。
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（提供書面）
　

事　 業　 報　 告

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

　

１．企業集団の現況

(1) 当連結会計年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、昨年３月に発生した東日本大震

災により企業収益や雇用情勢が悪化し、その後、徐々に回復しつつある一

方で、欧米諸国における財政問題が顕在化し、また、為替相場の円高傾向

が続く等、景気の先行きは不透明なまま推移いたしました。

情報サービス産業、とりわけ当社の主要分野である流通・サービス業分

野におきましては、企業業績が回復基調に向かっているものの、顧客の新

規ＩＴ投資の凍結・抑制傾向が解消されるまでには至っておらず、引き続

き厳しい状況下での推移となりました。

当社グループは、大手量販店の経営統合による収益構造の変化、大手総

合小売業グループをはじめとする流通・サービス業の急速なグローバル化

および東日本大震災による影響などにより、依然として厳しい経営環境が

続いておりますが、経営基盤の早期回復とグローバル企業として安定継続

的な成長を遂げるために、平成23年５月11日に発表いたしました中期経営

計画（2011年度-2013年度）で掲げた３つの基本戦略に基づき業績の改善・

事業規模の拡大を継続的に推進してまいりました。　

当連結会計年度における主な施策といたしましては、次のとおりであり

ます。
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イ．特定顧客（注１）化戦略　

　・大手総合小売業グループ向け大型アウトソーシング案件を受注するな

ど、大手総合小売業グループへの拡大と深耕を積極的に推進してまい

りました。

　・ＭＤ（注２）基幹システムに関する大型開発案件を受注するなど、既

存顧客や新規顧客に対し積極的な営業活動を行ってまいりました。

　・平成23年10月および12月に発表いたしました「合弁会社設立の基本合

意に関するお知らせ」および「合弁会社における商号等の決定に関す

るお知らせ」のとおり、平成23年12月に総合ファシリティマネジメン

トサービス（注３）企業との合弁会社を設立するなど、顧客との関係

強化に注力してまいりました。

ロ．グローバル戦略　

　・中国上海に当社グループの営業拠点として設立した上海新域系統集成

有限公司、中国杭州の維傑思科技（杭州）有限公司および日本国内の

事業拠点をＩＴネットワークおよび人材等の面で密接に連携させ、日

系流通サービス企業の中国戦略をＩＴ面から全力でサポートする体制

を構築してまいりました。

　・前連結会計年度より進めてまいりましたアセアン地域における市場調

査・情報収集の結果、平成24年３月に発表いたしました「マレーシア

における子会社設立に関するお知らせ」のとおり、市場規模および成

長性の観点からマレーシアにおける現地法人の設立を決定いたしまし

た。

ハ．商品・サービスの差別化戦略　

　・平成24年２月に発表いたしました「クラウド型「顧客情報システム」

の開発について」のとおり、大手ＩＴベンダーとの協業によるクラウ

ド向け製品開発をスタートさせるなど、次世代の製品・サービス群を

育てるための投資を行ってまいりました。
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以上の結果、当連結会計年度に関する業績は次のとおりとなりました。

売上高は、91億56百万円となり前年比１億16百万円（1.3％）の減少、利

益面は営業損失89百万円（前連結会計年度は営業利益２億22百万円）、経

常損失40百万円（前連結会計年度は経常利益２億15百万円）、当期純損失

36百万円（前連結会計年度は当期純利益96百万円）となりました。

売上高につきましては、大手総合小売業グループ向け大型アウトソーシ

ング案件、ＭＤ基幹システムに関する大型開発案件およびその他ソリュー

ション案件等の着実な受注の積み重ねにより順調に推移し、大手量販店の

経営統合に伴う減少額をほぼ全てカバーすることができたものの、前連結

会計年度をやや下回る結果となりました。

利益面につきましては、当連結第３四半期以降、ライセンス販売が順調

に推移したこと等により、各利益が大幅に改善したものの、大手総合小売

業グループ向け大型アウトソーシング案件の安定稼動のために一時的な増

員や設備投資を要したことや想定外の赤字プロジェクトが発生したことに

加え、クラウド向けプロダクト開発への積極投資、アセアン地域における

事業化調査コストの発生等により、大手量販店の経営統合に伴う減少額の

全てをカバーするまでには至らず、各利益とも前連結会計年度を下回る結

果となりました。

（注１）特定顧客

特定顧客とは、当社のビジネスモデルであるパッケージプロダクトを梃子に、各

業種業態の有力企業のソリューションに参入し、サービス範囲の拡大を図り、さら

に保守・運用業務へと業務拡大が図られた顧客のことであります。

（注２）ＭＤ（Merchandising）

消費者の欲求を満たすような商品を、適切な数量・価格で提供するための商品計

画から品揃え、販売までの企業活動をいいます。

（注３）総合ファシリティマネジメントサービス（総合ＦＭＳ）

総合ビルメンテナンスやバックオフィスサポートを中心とした多種多様なサービ

スメニューにより、顧客のアウトソースニーズに対してワンストップでお応えする

サービスのことであります。
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②　設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は、３億54

百万円であります。その主なものは、運用サービス環境構築費用２億35百

万円、中国子会社ＩＤＣ構築費用29百万円、社内システム・インフラ整備

費用22百万円、本社等レイアウト変更費用18百万円であります。

当連結会計年度中に実施いたしました設備投資の所要資金は、自己資金

にて充当いたしました。

　　

③　資金調達の状況

該当事項はありません。

　

④　企業結合等関係の状況

該当事項はありません。
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(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況

①　企業集団の財産および損益の状況

区　分
第20期

平成21年３月期
第21期

平成22年３月期
第22期

平成23年３月期

第23期
(当連結会計年度)
平成24年３月期

売 上 高 (千円) 13,279,291 9,386,921 9,273,093 9,156,527

経 常 利 益 (千円) 397,124 △439,431 215,662 △40,388

当 期 純 利 益 (千円) 312,588 △363,282 96,991 △36,743

１株当たり当期純利益（円） 9,923円44銭 △11,532円78銭 3,079円08銭 △1,166円47銭

総 資 産 (千円) 6,397,462 5,690,288 5,635,110 5,406,550

純 資 産 (千円) 4,021,007 3,547,336 3,640,158 3,553,916

１株当たり純資産額（円） 126,590円02銭 111,852円03銭 112,052円25銭 108,816円91銭

（注）△は損失を表示しております。

　

②　当社の財産および損益の状況

区　分
第20期

平成21年３月期
第21期

平成22年３月期
第22期

平成23年３月期
第23期(当期)
平成24年３月期

売 上 高 (千円) 13,157,357 8,832,884 8,515,539 8,300,926

経 常 利 益 (千円) 372,424 △351,863 218,621 △82,987

当 期 純 利 益 (千円) 290,446 △297,800 35,526 △75,856

１株当たり当期純利益（円） 9,220円52銭 △9,453円98銭 1,127円83銭 △2,408円13銭

総 資 産 (千円) 6,345,254 5,123,568 5,167,996 5,071,342

純 資 産 (千円) 4,001,047 3,616,919 3,573,835 3,439,421

１株当たり純資産額（円） 127,017円37銭 114,822円85銭 113,304円99銭 108,819円07銭

（注）△は損失を表示しております。
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(3) 重要な親会社および子会社の状況

①　親会社との関係

当社の親会社は富士ソフト株式会社であり、同社は当社の議決権

60.39％（19,025株）を保有しております。

当社は、親会社に対して、主にソフトウエア開発の外注を行っているほ

か、親会社からソフトウエア開発の委託を受けております。

　

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の議決権比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社 4 U  A p p l i c a t i o n s 50百万円 90.0％
パッケージソフトウエアの
開発販売

株 式 会 社 エ ス ・ エ フ ・ ア イ 92百万円 100.0％
流通・サービス業向けシス
テム情報サービス、システ
ム開発、アウトソーシング

維傑思科技（杭州）有限公司 400百万円 67.5％
流通・サービス業向けシス
テム情報サービス、システ
ム開発、アウトソーシング

上 海 新 域 系 統 集 成 有 限 公 司 29百万円
0.0％

(33.1％)

流通・サービス業向けシス
テム情報サービス、アウト
ソーシング

　（注）１．上海新域系統集成有限公司は、当連結会計年度において新たに設立したため、連結

の範囲に含めております。

　　　　２．当社の議決権比率の（　）内は、当社の間接所有割合であります。
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(4) 対処すべき課題

当社グループは、かつて大手量販店の情報システム部門であった時代から

着実に積み上げてきた流通・小売業の“生”のノウハウを最大限活用しなが

ら、当社グループにしかできない高品質でユニークなＩＴサービスを流通・

サービス業のお客様に特化して提供し続けてまいりました。長年にわたり培

ってきたこの強みに更なる磨きをかけ、目先の利益だけに捉われず長期的な

視点で、“日系流通サービス業のベストパートナー”、そして、“アジア流

通ＩＴのデファクトスタンダード企業”への進化を目指し、以下の課題に対

処してまいります。

① 成長戦略の実践

イ．収益基盤の安定化・強化

当社グループの製品・サービス群を梃子に、大手総合小売業グループ

およびその他既存・新規顧客向けに各種提案を積極的に行い日本・アジ

アを繋ぐＩＴ部門総合代行業としての役割を担うことで売上規模拡大を

図ってまいります。また、スモールビジネスやストックビジネスの更な

る上積みを積極的に推進し収益基盤の安定化を図ってまいります。

ロ．グローバル戦略の推進

中国・アセアン地域の日系企業や現地企業をターゲット顧客として、

日本・中国・マレーシアの各拠点をフル活用し高品質で付加価値のある

当社グループ独自のＩＴサービスの提供を積極的に営業展開し、グロー

バル企業としての基礎を築いてまいります。

ハ．チャネルビジネスの推進およびグローバルソリューションによる営業推進

大手ＩＴベンダーとのアライアンスを一層強化することにより、当社

製品ラインアップの拡充・整備およびチャネル販売の活性化を図ってま

いります。また、当社独自のサービス「クロスボーダーＩＴソリューシ

ョンⓇ」を活用し積極的な営業展開を図ってまいります。

② グループ経営管理力の強化

イ．人財マネジメント

グローバル市場で成果を収めるには、ダイバーシティ（多様性）、す

なわち、自己と異なる相手・文化を互いに理解し尊重し合う風土の醸成

が不可欠です。当社グループは、グローバル人財の積極採用・育成、キ

ャリアプランの開発、グローバル人事制度の構築等により、多様な人財

の相互理解が新たな価値観を生み出す環境を育んでまいります。
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ロ．コンプライアンスおよび内部統制の推進

コンプライアンスプログラムに基づき、グループ全体におけるコンプ

ライアンス意識を高めるための施策を推進するとともに、財務報告の信

頼性に係る内部統制その他のリスク管理体制の維持・向上を図ってまい

ります。

ハ．情報セキュリティの強化　

プライバシーマーク認証取得、ＩＳＯ２７００１（注１）認証取得な

ど、これまでもセキュリティの強化に努めてまいりましたが、情報漏洩、

不正アクセスの増加などの社会情勢に対応すべく、今後も継続的に情報

セキュリティの強化を推進してまいります。

ニ．ＩＦＲＳに関する対応　

親会社との連携強化、連結システムの拡充および対応要員の補強等、

今後のＩＦＲＳ適用を意識した対応を図ってまいります。

ホ．ローコストオペレーションの実践

開発プロジェクトがますます複雑・多様化する中、開発工程に関する

標準フレームワークの構築、製品仕様の標準化および出荷基準の整備等

を行い、品質性・生産性の向上、トラブルプロジェクトの撲滅および作

業効率の向上等を図ってまいります。また、プロジェクトマネージャー

の育成やプロジェクト管理手法の共有化等を図るとともに、国際認証基

準に基づくお客様の安心できるシステム開発・システム運用体制の確立

を図るため、システム開発面でＣＭＭＩⓇレベル３（注２）の更なる拡

大およびシステム運用面でＩＳＯ２００００（注３）の適用拡大を目指

してまいります。さらに、組織横断の密な連携を図りながら、受注前活

動にかかるコストやマネジメントコストの低減を実践し、販売管理費の

削減を推進してまいります。

（注１）ＩＳＯ２７００１

情報セキュリティマネジメントシステムのグローバルスタンダードであり、

2005年10月に国際規格として標準化されました。マネジメントとして組織自らの

リスクアセスメントを行い、必要なセキュリティレベルを決め、ＰＤＣＡサイク

ルにてシステムを運用する、国際的に整合性のとれた情報セキュリティマネジメ

ントに対する第三者適合性評価制度をいいます。
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（注２）ＣＭＭＩⓇ（Capability Maturity Model Integration)

ソフトウエア開発の組織能力を評価するための基準（５段階レベル）として、

米国カーネギーメロン大学のソフトウエア工学研究所が開発したプロセス成熟度

モデルであり、米国連邦政府がソフトウエアの調達基準にＣＭＭＩⓇを導入して

いるほか、日本でも経済産業省によりＣＭＭＩⓇの日本語訳が公開されるなど、

国際標準的な指標として普及しているものであります。

（注３）ＩＳＯ２００００

ＩＴサービスを提供する組織のＩＴサービスマネジメントが適切であるかどう

かを評価するための認証ルールおよびガイドラインであります。ＩＴサービスマ

ネジメントの実現に当たり、プロセスという単位で必要な組織を横断的に管理し、

プロセスごとに役割と責任を明確にする手法を採用しております。　



2012/05/23 16:20:04 ／ 11809732_ヴィンキュラムジャパン株式会社_招集通知

主要な事業内容、主要な営業所

－ 11 －

(5) 主要な事業内容（平成24年３月31日現在）

当社グループは、情報関連サービス事業を単一セグメントとしております

が、参考といたしまして、当社グループの事業を４つの分野に分類し、以下

のとおりご説明いたします。

事 業 分 野 区 分 商 品 ・ サ ー ビ ス 等

ア ウ ト ソ ー シ ン グ 分 野
システム運用・管理サービス、ソフトウエア保守サービス、

ヘルプデスクサービス、ＡＳＰサービス等

ソ リ ュ ー シ ョ ン 分 野
流通・サービス業向け基幹システム、クレジットカード

システム、人事・会計システム、Ｗｅｂシステム等

プ ロ ダ ク ト 分 野
オープンＰＯＳパッケージ、ＣＲＭパッケージ、ＭＤ基幹

システム、システム自動運用パッケージ等

そ の 他 Ｉ Ｔ 関 連 分 野
ハードウエア販売サービス、店舗システム導入展開サービ

ス等

　

(6) 主要な営業所（平成24年３月31日現在）

①　当社

本社 大阪市北区

データセンター 大阪市北区

東京事業所 東京都墨田区

幕張事業所 千葉市美浜区

仙台事業所 仙台市青葉区

②　主要な連結子会社の営業所

（国内）  

株式会社4U Applications 　

　本社 東京都墨田区

株式会社エス・エフ・アイ 　

　本社 東京都墨田区

（国外） 　

維傑思科技（杭州）有限公司　

　本社 中華人民共和国浙江省杭州市

上海新域系統集成有限公司 　

　本社 中華人民共和国上海市
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(7) 使用人の状況（平成24年３月31日現在）

①　企業集団の使用人の状況

使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

603名 15名減

（注）使用人数は就業員数であり、出向者（40名）を除き、受入出向者、嘱託および常用パート

（68名）を含んでおります。　

②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

475名 28名減 35.9歳 9.0年

（注）使用人数は就業員数であり、出向者（40名）を除き、受入出向者、嘱託および常用パート

（42名）を含んでおります。

(8) 主要な借入先（平成24年３月31日現在）

借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 87,000千円　

（注）上記借入金のほか、以下のとおり私募債の発行を行っております。

　株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行　　　15,000千円

　

(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成24年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 112,000株

②　発行済株式の総数 31,500株

③　株主数 1,227名

④　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

富 士 ソ フ ト 株 式 会 社 19,025株 60.39％

ヴィンキュラム ジャパン従業員持株会 2,296 7.28

卜 　 部 　 邦 　 彦 704 2.23

城 　 田 　 正 　 昭 477 1.51

井 　 口 　 與 志 昭 322 1.02

大 　 西 　 　 　 誠 284 0.90

長 　 田 　 光 　 男 234 0.74

新 　 岡 　 弘 　 行 225 0.71

中 　 尾 　 達 　 成 206 0.65

松 井 証 券 株 式 会 社 156 0.49

（注）自己株式は保有しておりません。
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(2) 新株予約権等の状況

当社役員が保有している職務執行の対価として交付された新株予約権の状況

（平成24年３月31日現在）

平成22年６月25日開催の第21回定時株主総会ならびに平成22年７月20日

および平成22年８月４日開催の取締役会決議による新株予約権 

保有人数

　取締役
４名

新株予約権の数 200個

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 200株

新株予約権の行使時の払込金額 62,933円

新株予約権の行使期間

自　平成24年８月６日

至　平成27年８月５日

ただし、行使期間の最終日が会社の

休日にあたるときは、その前営業日

を最終日とする。

新株予約権の行使の条件 （注）

新株予約権の譲渡に関する事項

譲渡による新株予約権の取得につい

ては、当社取締役会の決議による承

認を要するものとする。

（注）新株予約権の行使の条件

・権利を付与された者（以下、新株予約権者）は、当該新株予約権の発行にかかる取締役会

において割当を受けた当初の新株予約権者において、これを行使することを要する。

・新株予約権者の相続人による新株予約権の行使は認められない。

・新株予約権者は、新株予約権の行使時において、当社または当社の関係会社の取締役、監

査役、執行役員または従業員であることを要する。ただし、新株予約権者が任期満了によ

る取締役または監査役の退任、または、定年または会社都合により執行役員または従業員

の職を辞し退職した場合には、この限りではない。

・平成24年８月６日から平成25年８月５日までの間に権利行使する新株予約権の数が、新株

予約権者に割当てられた数の２分の１を上回らないこと。

・新株予約権者は、一度の手続きにおいて新株予約権の全部または一部の行使をすることが

できる。ただし、当社の１単元未満の株式を目的とする新株予約権の行使は認められない。

・その他新株予約権の行使の条件は、平成22年６月25日開催の第21回定時株主総会決議およ

び平成22年８月４日開催の取締役会決議に基づき、当社と新株予約権者との間で締結する

「新株予約権割当契約書」に定めるところとする。



2012/05/23 16:20:04 ／ 11809732_ヴィンキュラムジャパン株式会社_招集通知

会社役員の状況

－ 15 －

(3) 会社役員の状況

①　取締役および監査役の状況（平成24年３月31日現在）

氏 名 地 位 地 位 ・ 担 当 お よ び 重 要 な 兼 職 の 状 況

瀧　澤　　　隆 代 表 取 締 役 社 長  執行役員

下　垣　博　美 専 務 取 締 役
 執行役員営業統括、グループ事業推進担当
 株式会社エス・エフ・アイ代表取締役会長

大　西　　　誠 常 務 取 締 役
中国・アセアン統括担当
維傑思科技（杭州）有限公司董事長兼総裁

吉　田　　　裕 取 締 役
執行役員管理統括担当
ＦＭＳソリューション株式会社取締役

井　口　與志昭 常 勤 監 査 役 －

村　田　智　之 監 査 役

村田公認会計士事務所所長
甲南大学会計大学院教授
三笠産業株式会社社外取締役
コタ株式会社社外監査役

佐　藤　吉　浩 監 査 役 佐藤吉浩法律事務所所長

（注）１．監査役村田智之氏および監査役佐藤吉浩氏は、社外監査役であります。
２．監査役村田智之氏は、公認会計士の資格を有しており、財務および会計に関する相当

程度の知見を有する者であります。
３．監査役村田智之氏を大阪証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所

に届け出ております。
４．平成23年８月31日をもって、社外監査役巨勢欣一郎氏は、辞任により退任いたしまし

た。なお、その補欠監査役として、佐藤吉浩氏が平成23年９月１日をもって社外監査
役に就任しております。

②　当事業年度中に辞任した監査役

氏 名 地 位 退任時の地位・担当および重要な兼職の状況

巨　勢　欣一郎 監 査 役 －

（注）１．監査役巨勢欣一郎氏は、社外監査役であります。
　　　２．監査役巨勢欣一郎氏は、平成23年６月30日まで富士ソフト株式会社のエリア事業グル

ープ中部支社長を兼職しておりました。
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③　取締役および監査役に支払った報酬等の総額

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（ う  ち  社  外  取  締  役 ）

5名
(－)

65,293千円
(－)

監 査 役
（ う  ち  社  外  監  査  役 ）

3
(2)

13,610
(5,250)

合 計 8 78,903

（注）１．上記取締役支給人員には、平成23年６月24日開催の第22回定時株主総会終結の時をも
って任期満了により退任した取締役１名を含んでおります。

　　　２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。　
３．取締役の報酬限度額は、平成17年６月25日開催の第16回定時株主総会において年額

200,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
４．監査役の報酬限度額は、平成３年２月19日開催の創立総会において年額50,000千円以

内と決議いただいております。
５．上記支給額には、以下のものが含まれております。

　　・役員退職慰労引当金の当事業年度増加額
取　締　役　５名 6,550千円 
監　査　役　３名 560千円（うち社外監査役　２名　 －千円）

　　・ストック・オプションによる報酬額
取　締　役　５名 1,018千円 

６．当事業年度に支払った役員退職慰労金は、以下のとおりであります。なお、当該金額
には、上記５．および過年度の事業報告において役員の報酬等の総額に含めた役員退
職慰労引当金の増加額が含まれます。
取　締　役　２名 39,903千円 

　　　　

④　その他役員（当事業年度の末日後に就任したものを含む。）に関する

重要な事項　　

イ．地位の異動に関する事項　

　　該当事項はありません。

ロ．担当の異動に関する事項

氏 名 新 担 当 旧 担 当 異 動 日

吉　田  　　裕 管理統括担当
執行役員管理統括担
当

平成24年４月１日

（注）当社は、平成22年４月１日より執行役員制度を導入しております。この制度に基づき長田
光男氏、服巻俊哉氏、宮本義民氏、藤川尚志氏、岩見義朗氏、柳沢克久氏、三輪隆浩氏お
よび西條直樹氏の８名が専任の執行役員に就任しております（平成24年４月１日現在）。
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⑤　社外役員に関する事項

イ．他の法人等の重要な兼職状況および当社と当該他の法人等との関係

　　監査役巨勢欣一郎氏は、平成23年６月30日まで富士ソフト株式会社の

エリア事業グループ中部支社長を兼職しておりました。同社は当社の親

会社であり、同社と当社との間には、ソフトウェア開発等の取引関係が

あります。

　　監査役村田智之氏は、三笠産業株式会社の社外取締役およびコタ株式

会社の社外監査役を兼職しております。当社と各社との間には、特別の

関係はありません。　

ロ．当事業年度における主な活動状況

・取締役会および監査役会への出席状況

 
取締役会（21回開催） 監査役会（13回開催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

監 査 役 巨  勢  欣一郎 ９/９ 100.0％ 5/5 100.0％

監 査 役 村　田　智　之 19/21 90.5％ 12/13 92.3％

監 査 役 佐　藤　吉　浩 12/12 100.0％ 8/8 100.0％

・取締役会および監査役会における発言状況

　監査役巨勢欣一郎氏は、主に情報システム業界に精通した社外の視点

による監査機能強化の見地から意見を述べるなど、意思決定の妥当性・

適正性を確保するための助言・提言を行っております。

　監査役村田智之氏は、主に会計分野に高度な知識を有しており、社内

における会計監査機能強化の見地から意見を述べるなど、意思決定の妥

当性・適正性を確保するための助言・提言を行っております。

　監査役佐藤吉浩氏は、主に弁護士として企業法務に関する幅広い見識

を有しており、当社の経営全般に対する大所高所からの意見を述べるな

ど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・提言を行ってお

ります。

ハ．責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としてお

ります。
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(4) 会計監査人の状況

①　会計監査人の名称および当事業年度に係る報酬等の額

区　　　　分 名　　　　称
当事業年度に係る

報酬等の額

会 計 監 査 人
太 陽 Ａ Ｓ Ｇ

有 限 責 任 監 査 法 人
18,800千円

（注）１．当社および子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額

　太陽ＡＳＧ有限責任監査法人　　　　　　18,800千円

　　　２．当社は、会計監査人との監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に

基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できないため、報酬

等の額はこれらの合計額を記載しております。

　　　３．当社の一部の連結子会社につきましては、当社の会計監査人以外の監査法人の監査を

受けております。

　

②　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査

役会の請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会

議の目的とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要

があると判断した場合は、取締役会に対し、会計監査人の解任または不

再任を株主総会の会議の目的とすることを請求いたします。

　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれか

に該当すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、

会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、

解任後最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した

旨と解任の理由を報告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体

制その他会社の業務の適正を確保するための体制に関する内容の概要は、以

下のとおりであります。

①　取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するため

の体制

企業倫理規程をはじめとするコンプライアンス体制に係る規程を定め、

取締役、執行役員および従業員が法令・定款および社会規範を遵守した行

動をとるための行動規範とする。また、その徹底を図るため、管理部にお

いてコンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、同部を中

心に取締役、執行役員および従業員の教育等を行う。内部監査室は、管理

部と連携の上、コンプライアンスの状況を監査する。これらの活動は定期

的に取締役会および監査役に報告されるものとする。法令上疑義のある行

為等について執行役員および従業員が直接情報提供を行う手段としてホッ

トラインを設置・運営する。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

文書管理規程に従い、取締役（本項においては執行役員を含む）の職務

執行に係る決裁結果を稟議書等の文書または電磁的媒体（以下「文書等」

）に記録し、保存する。取締役および監査役は、文書管理規程により、常

時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

コンプライアンス、災害、品質、個人情報、情報セキュリティおよびシ

ステムトラブル等に係るリスクについては、管理部および各委員会にて、

規則・ガイドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成・配布、組織

横断的リスク状況の監視、その他の全社的対応を行うものとする。経営上

の緊急事態が発生した場合には、経営危機管理規程に基づき、直ちに対策

本部を設置し、迅速かつ組織的な対応を行い、被害対策および損失の拡大

防止に努める。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

執行役員制度を導入し、経営上の意思決定および監督機能と業務執行機

能を明確に分離し、コーポレート・ガバナンスの強化を図るとともに、迅

速かつ効率的な業務執行を可能とする体制を構築する。取締役会は取締役、

執行役員および従業員が共有する全社的な目標を定める。業務担当取締役

または執行役員は、その目標達成のために会社の権限分配・意思決定ルー

ルに基づき担当事業分野における業務を執行する。以上のほか、取締役会

が定期的に業務執行の状況をレビューし、必要な場合には改善を促すこと

を内容とする体制を構築する。
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⑤　企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、子会社からの報告および当社による承認の仕組み等を定めた関

係会社管理規程に基づき子会社の管理を行う。また、当社の内部監査室

は、定期的に子会社の業務監査、内部統制監査等を実施し、その結果を社

長および監査役に報告する。当社は、定期的に親会社および子会社と連絡

会議を開催し、グループ経営方針の統一化を図るとともに、各グループ会

社との間に密接な協力関係を保ちつつ、相互の独立性を確保する。

⑥　監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制および当該使用人の独立

性に関する事項

監査役は、内部監査室所属の従業員および管理部所属の従業員に監査業

務に必要な事項を命令することができるものとし、監査役より監査業務に

必要な命令を受けた従業員はその命令に関して、取締役、執行役員および

内部監査室長等の指揮命令を受けないものとする。

⑦　取締役および使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役へ

の報告に関する体制

取締役は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社および当社グルー

プに重大な影響を及ぼす事項、内部監査の実施状況、コンプライアンス・

ホットラインにおける通報状況およびその内容をすみやかに報告する体制

を整備する。報告の方法（報告者、報告受領者、報告時期等）については、

取締役と監査役との協議により決定する方法による。

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

監査役は、取締役会はもとより経営会議、営業会議等の主要会議へ出席

する。

⑨　財務報告の信頼性、適正性を確保するための体制

当社は、財務諸表の信頼性、適正性を確保するため「財務報告の信頼性

に関する内部統制評価の基本方針」を制定し、基本計画を定める。これに

基づき財務報告に係る内部統制を有効かつ適切に整備、運用し、評価する

体制を構築する。また、不備があれば是正する体制を構築する。

⑩　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方およびその整備状況

当社は、会社の行動基準を定めた「企業倫理規程」に基づき、企業およ

び市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力・団体に対して屈す

ることなく、不当要求行為に対しては毅然たる態度で対応するとともに、

外部専門機関と連携しながら適切な対応が取れる体制を構築する。

　

(6) 会社の支配に関する基本方針

　買収防衛策等の方針について特に記載すべき事項はありません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成24年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

商 品

仕 掛 品

貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

工 具 器 具 備 品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

の れ ん

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

3,497,464

777,793

2,346,501

5,983

54,663

3,990

148,010

166,844

△6,321

1,909,085

574,479

122,402

426,877

25,200

717,420

430,321

271,734

15,364

617,184

270,954

253,643

95,029

△2,443

流 動 負 債 1,692,122

買 掛 金 838,354

未 払 金 378,099

1年内償還予定の社債 10,000

短 期 借 入 金 87,000

リ ー ス 債 務 5,238

未 払 法 人 税 等 22,059

賞 与 引 当 金 11,795

工 事 損 失 引 当 金 5,290

そ の 他 334,284

固 定 負 債 160,511

役員退職慰労引当金 82,057

社 債 5,000

資 産 除 去 債 務 11,544

リ ー ス 債 務 21,237

そ の 他 40,671

負 債 合 計 1,852,633

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,449,855

資 本 金 542,125

資 本 剰 余 金 584,263

利 益 剰 余 金 2,323,467

その他の包括利益累計額 △22,122

その他有価証券評価差額金 △463

為 替 換 算 調 整 勘 定 △21,658

新 株 予 約 権 11,620

少 数 株 主 持 分 114,563

純 資 産 合 計 3,553,916

資 産 合 計 5,406,550 負 債 純 資 産 合 計 5,406,550

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 9,156,527

売 上 原 価 7,681,767

売 上 総 利 益 1,474,759

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,564,671

営     業     損     失    （△) △89,911

営 業 外 収 益 66,336

受 取 利 息 281

受 取 配 当 金 233

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 6,468

助 成 金 収 入 25,104

補 助 金 収 入 7,512

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 5,603

受 取 和 解 金 8,000

そ の 他 13,132

営 業 外 費 用 16,813

支 払 利 息 1,434

固 定 資 産 除 却 損 4,504

シ ス テ ム 障 害 対 応 費 用 7,604

為 替 差 損 2,260

そ の 他 1,008

経     常     損     失     （△） △40,388

特 別 利 益 －

特 別 損 失 －

税金等調整前当期純損失   （△） △40,388

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 16,171

法 人 税 等 調 整 額 △13,976

少数株主損益調整前当期純損失（△） △42,582

少   数   株   主   損   失    （△） △5,839

当    期    純    損    失  （△） △36,743

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

（単位：千円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 株 主 資 本 合 計

平成23年４月１日　残高 542,125 584,263 2,423,210 3,549,599

連結会計年度中の変動額     

剰 余 金 の 配 当         △63,000 △63,000

当 期 純 損 失   △36,743 △36,743

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

    

連結会計年度中の変動額合計 － － △99,743 △99,743

平成24年３月31日　残高 542,125 584,263 2,323,467 3,449,855

 

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

新 株 予 約 権
その他有価証券
評 価 差 額 金

為 替 換 算
調 整 勘 定

その他の包括利益
累 計 額 合 計

平成23年４月１日　残高 2,028 △21,981 △19,953 4,728

連結会計年度中の変動額     

剰 余 金 の 配 当     

当 期 純 損 失     

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

△2,492 322 △2,169 6,892

連結会計年度中の変動額合計 △2,492 322 △2,169 6,892

平成24年３月31日　残高 △463 △21,658 △22,122 11,620

 少 数 株 主 持 分 純 資 産 合 計

平成23年４月１日　残高 105,783 3,640,158

連結会計年度中の変動額   

剰 余 金 の 配 当  △63,000

当 期 純 損 失  △36,743

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

8,779 13,502

連結会計年度中の変動額合計 8,779 △86,241

平成24年３月31日　残高 114,563 3,553,916

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1）連結の範囲に関する事項

連結子会社の状況  
・連結子会社の数 ４社

・連結子会社の名称 株式会社４Ｕ Ａｐｐｌｉｃａｔｉｏｎｓ

維傑思科技（杭州）有限公司

株式会社エス・エフ・アイ

上海新域系統集成有限公司

　
(2）持分法の適用に関する事項

①　関連会社の状況  

・持分法を適用した関連会社の数 １社

・関連会社の名称 ＦＭＳソリューション株式会社

②　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度

に係る計算書類を使用しております。

　

(3）連結の範囲および持分法の適用の範囲の変更に関する注記

①　連結の範囲の変更

当連結会計年度より、上海新域系統集成有限公司を新たに設立したため連結の範囲に含

めております。

②　持分法の適用の範囲の変更　

当連結会計年度より、ＦＭＳソリューション株式会社を新たに設立したため持分法適用

の範囲に含めております。

　

(4）連結子会社の事業年度等に関する事項

　連結子会社のうち、維傑思科技（杭州）有限公司および上海新域系統集成有限公司の決

算日は、12月31日であります。連結計算書類の作成に当たっては、同決算日現在の計算書

類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を行っ

ております。

　

(5）会計処理基準に関する事項　

①　有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

時価のあるもの ……………… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し売却原価は移動平均法

により算定）

時価のないもの ……………… 移動平均法による原価法
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②　たな卸資産の評価基準および評価方法

商品 ……………………………… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

仕掛品 …………………………… 個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品 …………………………… 個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

③　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

建物 …………………………… 定額法

構築物 ………………………… 定額法

工具器具備品 ………………… 定額法

なお、主要な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ………………………… ２～18年

構築物 ……………………… 10年

工具器具備品 ……………… ２～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

（市場販売目的のソフトウエア）

見込販売期間（３年以内）における見込販売収益に基づく償却額と販売可能な残

存有効期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法を採

用しております。

（社内利用目的のソフトウエア）

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。　
　　

ハ．リース資産　

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

　

（会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更）

　当社グループは、従来、有形固定資産については定率法を採用しておりましたが、

当連結会計年度より、定額法に変更しております。

　この変更は、親会社である富士ソフト株式会社が有形固定資産の減価償却方法を定

率法から定額法に変更することに伴い、親子会社間の会計処理を統一するため、また、

当社グループの保有資産を見直した結果、長期的かつ安定的に使用される資産（顧客

への長期的なアウトソーシングサービスに利用される機器等）が大部分を占め、将来

的にストックビジネスの重要性がさらに高まることが見込まれており、減価償却費の

期間配分を平準化できる定額法がより経営の実態を適切に表していると判断したこと

から、変更したものであります。

　この変更により、従来の方法と比較して、当連結会計年度の減価償却費は31,233千

円減少し、営業損失、経常損失及び税金等調整前当期純損失は、それぞれ31,233千円

減少しております。　
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④　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金

　当社および国内連結子会社は債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。

ロ．賞与引当金

　連結子会社は従業員の賞与の支出に備えるため、賞与支給見込額のうち当連結会計

年度に負担すべき額を計上しております。　

ハ．役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、賞与支給見込額のうち当連結会計年度に負担すべき額を

計上しております。

ニ．役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく連結会計年度末要支給額を計

上しております。

ホ．工事損失引当金

　受注制作ソフトウエア開発に係る将来の損失に備えるため、当連結会計年度末にお

いて損失の発生が見込まれ、かつ、金額を合理的に見積ることができる案件について、

損失見込額を計上しております。

⑤　受注制作ソフトウエア開発に係る収益および費用の計上基準

　当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については

工事進行基準（ソフトウエア開発の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の契約に

ついては工事完成基準を適用しております。
　

⑥　消費税等の処理方法

　税抜方式によっております。
　
⑦　のれんの償却　

　のれんの償却については、合理的に見積った効果発現期間による均等償却を行ってお

ります。　

　株式会社エス・エフ・アイ　　　10年
　

⑧　重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社の資産、負債、収益及び費用は、在外

子会社の決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為

替換算調整勘定に含めております。
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２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 696,273千円

　　　　

(2) 損失が見込まれる受注制作ソフトウエア開発契約に係るたな卸資産と工事損失引当金は、

    相殺せずに両建てで表示しております。

    損失の発生が見込まれる受注制作ソフトウエア開発契約に係るたな卸資産のうち、工事

    損失引当金に対応する額は仕掛品5,290千円であります。　

　

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1）発行済株式の総数に関する事項

株 式 の 種 類 当連結会計年度期首の株式数 当連結会計年度増加株式数 当連結会計年度減少株式数 当連結会計年度末の株式数

普 通 株 式 31,500株 －株 －株 31,500株

　

(2）剰余金の配当に関する事項

①　配当金支払額等

平成23年６月24日開催の第22回定時株主総会決議による配当に関する事項

・配当金の総額 63,000千円

・１株当たり配当額 2,000円

・基準日 平成23年３月31日

・効力発生日 平成23年６月27日
　

②　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生が翌期になるもの

平成24年６月27日開催予定の第23回定時株主総会において次のとおり付議いたします。

・配当金の総額 31,500千円

・配当の原資　 利益剰余金　

・１株当たり配当額 1,000円

・基準日 平成24年３月31日

・効力発生日 平成24年６月28日

　

(3）当連結会計年度末の新株予約権（権利行使期間の初日が到来していないものを除く。）の

目的となる株式の種類および数

    該当事項はありません。



2012/05/23 16:20:04 ／ 11809732_ヴィンキュラムジャパン株式会社_招集通知

連結注記表

－ 28 －

４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項 　

① 金融商品に対する取組方針

　当社グループは、原則として資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資

金調達については、銀行借入による方針です。また、デリバティブは、現在利用してお

りません。
　
② 金融商品の内容およびそのリスクならびにリスク管理体制

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該

リスクに関しては、与信限度管理規程に従い、各事業部門における営業担当が主要な取

引先の状況をモニタリングし、管理部門において取引先ごとの期日管理および残高管理

を行うとともに、主な取引先の信用状況を年１回定期的に把握し、財務状況等の悪化等

による回収懸念の早期把握や軽減を図る体制としております。

　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リス

クに晒されておりますが、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握する

とともに、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

　営業債務である買掛金、未払金は、全て１年以内の支払期日です。また、一部外貨建

仕入取引を行っており、外貨建取引によって生じた営業債務は、為替の変動リスクに晒

されておりますが、金額が少額のため、為替変動のリスクは僅少であります。

　借入金、社債は営業取引に係る資金調達です。変動金利の借入金、社債は、金利の変

動リスクに晒されておりますが、金額が少額のため、金利変動のリスクは僅少でありま

す。

　また、営業債務や借入金、社債、リース債務は、流動性リスクに晒されておりますが、

当社グループでは、月次に資金繰り計画を作成するなどの方法により管理しております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、当社グループはデリバティブ取引を行っ

ておりません。
　　
③ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん

でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあり

ます。　
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成24年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額について

は、次のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるもの

は含まれておりません。（（注）２．参照）

　
連結貸借対照表
計上額（千円）

時価（千円） 差額（千円）

(1) 現金及び預金 777,793 777,793 －

(2) 受取手形及び売掛金　 2,346,501 　 　

    貸倒引当金　(注)３．参照 △6,321 　 　

　 2,340,179 2,340,179 －

(3) 投資有価証券 7,951 7,951 －

　　資産計 3,125,924 3,125,924 －

(1) 買掛金 838,354 838,354 －

(2) 未払金 378,099 378,099 －

(3) 短期借入金 87,000 87,000 －

(4) １年内償還予定の社債 10,000 10,000 －

(5) 未払法人税等 22,059 22,059 －

(6) リース債務 5,238 5,238 －

(7) 社債 5,000 4,899 △100

(8) 長期リース債務 21,237 21,237 －

　　負債計 1,366,988 1,366,888 △100

（注）１．金融商品の時価算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項

資　産　

(1) 現金及び預金、(2) 受取手形及び売掛金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(3) 投資有価証券

　これらの価格については、株式は取引所の価格によっており、債券は取引所の価格又は

取引金融機関等から提示された価格によっております。
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負　債

(1) 買掛金、（2）未払金、(3) 短期借入金、(4) １年内償還予定の社債、(5) 未払法人税

等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(6) リース債務、(7) 社債、(8) 長期リース債務

　これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。　
　

（注）２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　非上場株式（連結貸借対照表計上額　263,003千円）については、市場価格がなく、時価

を把握することが極めて困難と認められることから、「(3)投資有価証券」には含めており

ません。
　

（注）３．受取手形及び売掛金に対して計上している貸倒引当金を控除しております。　

　

５．１株当たり情報に関する注記

(1）１株当たり純資産額 108,816円91銭

(2）１株当たり当期純損失 △1,166円47銭

　

６．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。　

　　

７．追加情報

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)　

　当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計

上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）

及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指

針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。
　

(税効果会計に使用する法定実効税率の変更)　

　平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税

法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興の

ための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第

117号）が公布され、平成24年４月１日以降に開始する連結会計年度より法人税率が変更

されることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用され

る法定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下の通りであります。

　平成24年３月31日まで　　　　　　　　　 　　 40.60％

　平成24年４月１日から平成27年３月31日　　　　38.00％　　　　

　平成27年４月１日以降　　　　 　　 　　　　　35.60％

　この税率の変更により、繰延税金資産が29,430千円減少し、その他有価証券評価差額金

（借方）が32千円増加し、当連結会計年度に費用計上された法人税等調整額の金額が29,397

千円増加しております。
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貸　借　対　照　表

（平成24年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

関係会社短期貸付金

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

工 具 器 具 備 品

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

商 標 権

電 話 加 入 権

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

長 期 前 払 費 用

敷 金 保 証 金

繰 延 税 金 資 産

関係会社長期貸付金

破 産 更 生 債 権 等

貸 倒 引 当 金

3,324,807

411,300

32,927

2,201,499

5,250

38,120

3,793

91,437

147,836

355,000

39,930

1,001

△3,289

1,746,534

350,825

62,351

293

262,979

25,200

396,414

126

14,836

36

284,124

97,291

999,295

264,260

334,425

11,205

76,052

253,351

60,000

2,443

△2,443

流 動 負 債 1,489,987

買 掛 金 790,750

未 払 金 290,557

未 払 費 用 112,712

短 期 借 入 金 87,000

リ ー ス 債 務 5,238

未 払 法 人 税 等 16,342

前 受 金 117,951

預 り 金 67,088

工 事 損 失 引 当 金 2,345

固 定 負 債 141,933

役員退職慰労引当金 80,087

長 期 未 払 金 29,063

リ ー ス 債 務 21,237

資 産 除 去 債 務 11,544

負 債 合 計 1,631,920

純 資 産 の 部

株 主 資 本 3,428,222

資 本 金 542,125

資 本 剰 余 金 584,263

資 本 準 備 金 584,263

利 益 剰 余 金 2,301,834

利 益 準 備 金 33,490

その他利益剰余金 2,268,344

別 途 積 立 金 2,000,000

繰越利益剰余金 268,344

評価・換算差額等 △421

その他有価証券評価差額金 △421

新 株 予 約 権 11,620

純 資 産 合 計 3,439,421

資 産 合 計 5,071,342 負 債 純 資 産 合 計 5,071,342

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

 （単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 8,300,926

売 上 原 価 7,098,160

売 上 総 利 益 1,202,765

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,322,550

営     業     損     失     （△） △119,784

営 業 外 収 益 50,121

受 取 利 息 4,129

受 取 配 当 金 200

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 6,468

保 険 事 務 手 数 料 1,158

助 成 金 収 入 18,939

受 取 和 解 金 8,000

そ の 他 11,225

営 業 外 費 用 13,324

支 払 利 息 314

固 定 資 産 除 却 損 4,299

シ ス テ ム 障 害 対 応 費 用 7,604

そ の 他 1,105

経     常     損     失     （△） △82,987

特 別 利 益 －

特 別 損 失 －

税 引 前 当 期 純 損 失  （△） △82,987

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 9,337

法 人 税 等 調 整 額 △16,468

当   期   純   損   失   （△） △75,856

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成23年４月１日から
平成24年３月31日まで）

（単位：千円）

 

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

株主資本
合 計

資本準備金
資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合 計別 途

積 立 金
繰越利益
剰 余 金

平成23年４月１日　残高 542,125 584,263 584,263 33,490 2,000,000 407,200 2,440,690 3,567,078

事業年度中の変動額         

剰余金の配当 　 　 　   △63,000 △63,000 △63,000

当 期 純 損 失      △75,856 △75,856 △75,856

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

              

事業年度中の変動額合計 － － － － － △138,856 △138,856 △138,856

平成24年３月31日　残高 542,125 584,263 584,263 33,490 2,000,000 268,344 2,301,834 3,428,222

 

評 価 ・ 換 算
差 額 等

新 株
予 約 権

純 資 産
合 計その他有価

証 券 評 価
差 額 金

評価・換算
差額等合計

平成23年４月１日　残高 2,028 2,028 4,728 3,573,835

事業年度中の変動額  　 　  

剰余金の配当          △63,000

当 期 純 損 失          △75,856

株主資本以外の
項目の事業年度中
の変動額(純額)

△2,450 △2,450 6,892 4,442

事業年度中の変動額合計 △2,450 △2,450 6,892 △134,414

平成24年３月31日　残高 △421 △421 11,620 3,439,421

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1）有価証券の評価基準および評価方法

その他有価証券

時価のあるもの ……………… 期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し売却原価は移動平均法によ

り算定）

時価のないもの ……………… 移動平均法による原価法

子会社株式 ……………………… 移動平均法による原価法

　

(2）たな卸資産の評価基準および評価方法

商品 ……………………………… 移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

仕掛品 …………………………… 個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

貯蔵品 …………………………… 個別法に基づく原価法（貸借対照表価額については収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法）

　

(3）固定資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産（リース資産を除く）

建物 …………………………… 定額法

構築物 ………………………… 定額法

工具器具備品 ………………… 定額法

なお、主要な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ………………………… ２～18年

構築物 ……………………… 10年

工具器具備品 ……………… ２～20年

ロ．無形固定資産（リース資産を除く）

（市場販売目的のソフトウエア）

見込販売期間(３年以内)における見込販売収益に基づく償却額と販売可能な残存

有効期間に基づく均等配分額を比較し、いずれか大きい額を計上する方法を採用

しております。

（社内利用目的のソフトウエア）

社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。

ハ．リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期間

を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　なお、リース取引開始日が平成20年３月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。
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（会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更）

　当社は、従来、有形固定資産については定率法を採用しておりましたが、当事業年

度より、定額法に変更しております。

　この変更は、親会社である富士ソフト株式会社が有形固定資産の減価償却方法を定

率法から定額法に変更することに伴い、親子会社間の会計処理を統一するため、また、

当社の保有資産を見直した結果、長期的かつ安定的に使用される資産（顧客への長期

的なアウトソーシングサービスに利用される機器等）が大部分を占め、将来的にスト

ックビジネスの重要性がさらに高まることが見込まれており、減価償却費の期間配分

を平準化できる定額法がより経営の実態を適切に表していると判断したことから、変

更したものであります。

　この変更により、従来の方法と比較して、当事業年度の減価償却費は30,477千円減

少し、営業損失、経常損失及び税引前当期純損失は、それぞれ30,477千円減少してお

ります。

　

(4）引当金の計上基準

①　貸倒引当金

期末現在に有する金銭債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率

により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。

②　役員賞与引当金

役員賞与の支出に備えて、賞与支給見込額のうち当事業年度に負担すべき額を計上し

ております。

③　役員退職慰労引当金

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりま

す。

④　工事損失引当金

受注制作ソフトウエア開発に係る将来の損失に備えるため、当事業年度末において損

失の発生が見込まれ、かつ、金額を合理的に見積ることができる案件について、損失見

込額を計上しております。

　

(5）収益および費用の計上基準

（受注制作ソフトウエア開発に係る収益および費用の計上基準）

　当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については工事進

行基準（ソフトウエア開発の進捗率の見積りは原価比例法）を、その他の契約については

工事完成基準を適用しております。

　

(6）消費税等の処理方法

税抜方式によっております。
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２．貸借対照表に関する注記

（1）有形固定資産の減価償却累計額　　　　　589,704千円

　

（2）偶発債務

以下の関係会社の金融機関への社債等に対し債務保証を行っております。

株式会社エス・エフ・アイ 15,000千円

　計 15,000千円

　　

（3）関係会社に対する金銭債権債務は次のとおりであります。

短期金銭債権 49,200千円

短期金銭債務 202,216千円

　　

（4）損失が見込まれる受注制作ソフトウエア開発契約に係るたな卸資産と工事損失引当金

     は、相殺せずに両建てで表示しております。

     損失の発生が見込まれる受注制作ソフトウエア開発契約に係るたな卸資産のうち、

     工事損失引当金に対応する額は仕掛品2,345千円であります。

　

３．損益計算書に関する注記

（1）関係会社との取引高は次のとおりであります。

売上高 153,056千円

仕入高 45,030千円

その他の営業取引 842,921千円

営業取引以外の取引高 44,279千円

　　　　 　　
４．株主資本等変動計算書に関する注記

自己株式の数に関する事項

株 式 の 種 類 当事業年度期首の株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末の株式数

普 通 株 式 －株 －株 －株 －株
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産(流動)  

賞与未払金 77,993千円

仕掛品評価損 237千円

確定拠出年金掛金 2,499千円

未払事業税・未払事業所税 5,813千円

共済会預り金会社負担金 2,710千円

繰越欠損金 45,293千円

その他 15,999千円

小計 150,547千円

評価性引当額 △2,710千円

計 147,836千円

  

繰延税金資産(固定) 　

貸倒引当金 464千円

退職金制度改定長期未払金 10,456千円

役員退職慰労引当金 21,533千円

役員退職引当金（退任）　 7,448千円

減価償却費超過額 26,465千円

少額資産償却費用 3,441千円

減損損失 1,018千円

資産除去債務

その他有価証券評価差額金に係る繰延税金資産

4,387千円

233千円

繰越欠損金 200,172千円

小計 275,620千円

評価性引当額 △21,533千円

計 254,087千円

  

繰延税金負債(固定)  

資産除去債務　 △735千円

計 △735千円
　 　
 　 　 
繰延税金資産の純額 401,188千円
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31

日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

おり、その内容は次のとおりであります。

(1) 事業年度の末日における取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

 取 得 価 額 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

工 具 器 具 備 品 22,734千円 22,106千円 628千円

ソ フ ト ウ エ ア 25,613千円 24,332千円 1,280千円

合 計 48,347千円 46,438千円 1,908千円

　

(2) 事業年度の末日における未経過リース料相当額

１年内 1,960千円

１年超 －千円

合計 1,960千円

　

(3) 上記のほか、当該リース物件に係る重要な事項

① 支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額および

減損損失

支払リース料 75,001千円

減価償却費相当額 71,550千円

支払利息相当額 733千円

② 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

③ 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各事業年度へ

の配分方法については、利息法によっております。

（減損損失について）

リース資産に配分された減損損失はありません。
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７．関連当事者との取引に関する注記

(1) 親会社および法人主要株主等

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

（百万円）

事業の内

容又は職

業

議決権等

の所有

（被所

有）割合

（％）

関連当事

者との関

係

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

親会社 富士ソフト㈱
横浜市

中区
26,200

情報処理

サービス業

(被所有)

直接60.4

　

製品の販売

等

 
業務の外注

　

当社パッケー

ジソフトウエ

ア製品の販売

等

45,623 売掛金 3,853

システム開発

の委託等
100,160 買掛金 104,734

　

(2) 子会社および関連会社等

種類 会社等の名称又は氏名 所在地

資本金

又は出

資金

（百万円）

事業の内

容又は職

業

議決権等

の所有

（被所

有）割合

（％）

関連当事

者との関

係

取引の内容
取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

子会社
維傑思科技（杭州）

有限公司

浙江省

杭州市
400

情報処理

サービス業

(所有)

直接67.5

製品の販売

等

　

業務の外注

　

資金の貸付

 

システム開

発の委託等
489,694 買掛金 41,789

資金の貸付

　

資金の回収

　

－
　

40,000

短期貸付金
　
長期貸付金

40,000
　

60,000

貸付利息 2,623 未収入金 221

子会社 ㈱エス・エフ・アイ
東京都

墨田区
92

情報処理

サービス業

(所有)

直接100.0

資金の貸付

 
債務保証

資金の貸付 510,000

短期貸付金 315,000

資金の回収 335,000

貸付利息 2,632 前受利息 248

債務保証

（注）
15,000 － －

（注）株式会社エス・エフ・アイの社債（15,000千円、期限は１年３ヶ月）について、債務保証

を行ったものであります。なお、保証料の受領は行っておりません。
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(3) 同一の親会社を持つ会社等およびその他の関係会社の子会社等

種類
会社等の名

称又は氏名
所在地

資本金又

は出資金

（百万円）

事業の内容

又は職業

議決権等

の所有

（被所

有）割合

（％）

関連当事者

との関係
取引の内容

取引金額

（千円）
科目

期末残高

（千円）

同一の親

会社を持

つ会社

富士ソフト

サービス

ビューロ㈱

東京都

墨田区
50

情報処理

サービス業
－ 業務の外注 業務委託 188,766 買掛金 19,144

同一の親

会社を持

つ会社

㈱ヴィクサ

ス

東京都

千代田区
93

情報処理

サービス業
－

製品の販売

等

当社パッケー

ジソフトウエ

ア製品の販売

等

304,047 売掛金 45,494

（注）１．上記(1)～(3)の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には

消費税等が含まれております。

２．取引条件および取引条件の決定方針等

市場価格・競合見積りの結果等を勘案し、当社との関連を有しない会社との取引と同

様に決定しております。

　

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 108,819円07銭

(2) １株当たり当期純損失 △2,408円13銭

　

９．重要な後発事象に関する注記

該当事項はありません。　

　

10．追加情報

(会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用)　

　当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の

変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び

「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

24号　平成21年12月４日）を適用しております。
　

(税効果会計に使用する法定実効税率の変更)　

　平成23年12月２日に「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税

法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興の

ための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平成23年法律第

117号）が公布され、平成24年４月１日以降に開始する事業年度より法人税率が変更され

ることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に使用される法

定実効税率は、一時差異等に係る解消時期に応じて以下の通りであります。

　平成24年３月31日まで　　　　　　　　　 　　 40.60％

　平成24年４月１日から平成27年３月31日　　　　38.00％　　　　

　平成27年４月１日以降　　　　 　　 　　　　　35.60％

　この税率の変更により、繰延税金資産が29,430千円減少し、その他有価証券評価差額金

（借方）が32千円増加し、当事業年度に費用計上された法人税等調整額の金額が29,397千

円増加しております。
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成24年５月８日 

 ヴィンキュラムジャパン株式会社  

 取締役会　御中  

 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 並 木 健 治 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 石 原 鉄 也  

 　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、ヴィンキュラムジャ
パン株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の
連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等
変動計算書及び連結注記表について監査を行った。
　
連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不
正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示する
ために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か
ら連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国に
おいて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査
の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについ
て合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施す
ることを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手する
ための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤
謬による連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適
用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのもの
ではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な
監査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部
統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方
法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書
類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。
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 監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、ヴィンキュラムジャパン株式会社及び連
結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。
　

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成24年５月８日 

 ヴィンキュラムジャパン株式会社  

 取締役会　御中  

 太陽ＡＳＧ有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 並 木 健 治 

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 石 原 鉄 也  

 　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ヴィンキュラ
ムジャパン株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第23期事
業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算
書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。
　
計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基
準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。
これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明
細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及
び運用することが含まれる。
　
監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場か
ら計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法
人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査
を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な
虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査
証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断によ
り、不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリス
クの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施
に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその
附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査に
は、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討
することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと
判断している。

 



2012/05/23 16:20:04 ／ 11809732_ヴィンキュラムジャパン株式会社_招集通知

計算書類に係る会計監査報告

－ 44 －

 監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附
属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に
表示しているものと認める。
　
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により
記載すべき利害関係はない。
　

以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第23期事業年
度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、
審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
　
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
  監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施
状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその
職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、
職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他
重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及
び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事
業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要な
ものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に
関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部
統制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況
について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたし
ました。なお、金融商品取引法上の財務報告に係る内部統制については、取
締役及び使用人等並びに太陽ＡＳＧ有限責任監査法人から当該内部統制の評
価及び監査の状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。子
会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を
図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方法に基づ
き、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしま
した。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施して
いるかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から
「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則
第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10
月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応
じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類
（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びそ
の附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結
株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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 ２．監査の結果
(1) 事業報告等の監査結果
一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を

正しく示しているものと認めます。
二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反

する重大な事実は認められません。
三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人太陽ＡＳＧ有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果
　会計監査人太陽ＡＳＧ有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当で
あると認めます。

　

 

 平成24年５月８日  

 ヴィンキュラム ジャパン株式会社　監査役会  

 

常勤監査役 井　口　與志昭 

社外監査役 村 田 智 之 

社外監査役 佐 藤 吉 浩 
　

 

　

　以　上
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株主総会参考書類

　

議案および参考事項

第１号議案　剰余金配当の件

　第23期の期末配当につきましては、当事業年度の業績ならびに今後の事業

展開等を勘案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

　金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

　当社普通株式１株につき金1,000円といたしたいと存じます。

　なお、この場合の配当総額は31,500,000円となります。

③　剰余金の配当が効力を生じる日

　平成24年６月28日といたしたいと存じます。
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第２号議案　定款一部変更の件

１．変更の理由
　機動的な資本政策および配当政策を図るため、剰余金の配当などを取締役
会決議により行うことができるよう定款変更案のとおり定款規定を新設し、
併せて新規規定と重複する現行定款規定の削除その他所要の変更を行うもの
であります。

２．変更の内容
　変更の内容は次のとおりであります。

 （下線部分は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 更 案

第１条～第６条　（条文省略） 第１条～第６条　（現行どおり）

第７条（自己の株式の取得） （削除）

　　　　当会社は、会社法１６５条第２項の

規定により、取締役会の決議によって自

己の株式を取得することができる。

　

第８条～第４０条　（条文省略） 第７条～第３９条　（現行どおり）

（新設） 第４０条（剰余金の配当等の決定機関）

　 　　　　当会社は、剰余金の配当等会社法第

４５９条第１項各号に定める事項につい

ては、法令に別段の定めのある場合を除

き、取締役会の決議により定めることが

できる。

第４１条（剰余金の配当の基準日） 第４１条（剰余金の配当の基準日）

　　　　当会社の期末配当の基準日は、毎年

３月３１日とする。

　　　　当会社の期末配当の基準日は、毎年

３月３１日とする。

　２．　当会社の中間配当の基準日は、毎年

９月３０日とする。

　３．　前２項のほか、基準日を定めて剰余

金の配当をすることができる。　

第４２条（中間配当の基準日） （削除）

　　　　当会社は、取締役会の決議により、

毎年９月３０日を基準日として中間配当

を行うことができる。

　

第４３条　（条文省略） 第４２条　（現行どおり）
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第３号議案　取締役７名選任の件

　本総会終結の時をもって、取締役全員（４名）が任期満了となります。つ

きましては、経営体制の強化のため３名を増員し、取締役７名の選任をお願

いするものであります。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職状況ならびに
当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当

所有する当社
の 株 式 数

１
瀧 澤 　 隆

(昭和30年12月27日生)

昭和53年４月　日本アイ・ビー・エム株式会社

　　　　　　　入社

平成７年１月　同社ＰＣ事業部コンシューマー

　　　　　　　営業部長

平成11年10月　同社ｉｂｍ．ｃｏｍ事業部ＰＣ

　　　　　　　販売営業本部長

平成14年10月　同社ソフトウェア事業パートナー

　　　　　　　事業部長

平成17年１月　同社ソフトウェア事業ＧＢ事業

　　　　　　　部長

平成17年５月　株式会社ウィルコム執行役員

　　　　　　　ソリューション営業本部長

平成19年１月　株式会社エニシル代表取締役社長

平成21年４月　同社顧問

平成21年５月　当社顧問

平成21年６月　当社取締役副社長

平成22年４月　当社代表取締役社長兼執行役員

　　　　　　　（現任）

77株

２
下 垣 博 美

(昭和26年12月９日生)

昭和50年４月　日本エヌ・シー・アール株式会社

（現　日本ＮＣＲ株式会社）入社

昭和60年５月　富士通株式会社入社

平成13年３月　当社入社、株式会社イムコス常務

取締役

平成15年２月　当社営業部長

平成18年６月　当社取締役営業部長

平成19年６月　当社常務取締役営業部長

平成21年４月　当社常務取締役ソリューション

　　　　　　　事業部長

平成21年９月　株式会社エス・エフ・アイ代表

　　　　　　　取締役会長（現任）　

平成22年４月　当社常務取締役兼執行役員営業

　　　　　　　統括、特定顧客担当

平成23年４月　当社専務取締役兼執行役員営業

　　　　　　　統括、グループ事業推進担当

　　　　　　　（現任）

106株
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候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職状況ならびに当社に
お け る 地 位 お よ び 担 当

所有する当社
の 株 式 数

３
大 西 　 誠

(昭和33年１月18日生)

昭和56年４月　株式会社ニチイ（現　イオンリテ
ール株式会社）入社

平成３年２月　当社入社（出向）
平成４年９月　当社転籍
平成７年11月　当社オープンシステム部長
平成10年８月　当社ビジネスシステム事業部長
平成11年12月　当社ＩＴＳ推進部長
平成12年３月　当社店舗システム部長
平成14年４月　当社取締役ＧＭＳシステム事業部

ＧＭＳシステムサポート部長
平成16年４月　当社取締役ＧＭＳシステム事業
　　　　　　　部長
平成18年４月　当社取締役アウトソーシング事業

統括兼ＧＭＳシステム事業部長
平成20年４月　当社取締役アウトソーシング事業

統括兼アウトソーシング事業部長
平成21年１月　維傑思科技（杭州）有限公司
　　　　　　　董事長兼総経理
平成21年４月　当社取締役
平成21年６月　当社常務取締役
平成23年４月　当社常務取締役中国・アセアン
　　　　　　　統括担当（現任）
平成24年１月　維傑思科技（杭州）有限公司董事

長兼総裁（現任）

284株

４
吉 田 　 裕

(昭和29年８月17日生)

昭和52年４月　日本エヌ・シー・アール株式会社
（現　日本ＮＣＲ株式会社）入社

昭和56年２月　株式会社ニチイ（現　イオンリテ
ール株式会社）入社

平成13年３月　グローバルネットエクスチェン
ジ・ジャパン株式会社取締役

平成14年１月　コナミスポーツライフ株式会社
　　　　　　　入社
平成16年４月　当社入社、当社東京企画管理室長
平成17年４月　当社ＧＮＸ推進室長
平成18年４月　当社Ｅコマース推進室長
平成18年６月　当社取締役管理部長
平成22年４月　当社取締役兼執行役員管理部長
平成23年４月　当社取締役兼執行役員管理統括
　　　　　　　担当兼管理部長
平成23年12月　ＦＭＳソリューション株式会社
　　　　　　　取締役（現任）
平成24年１月　当社取締役兼執行役員管理統括
　　　　　　　担当
平成24年４月　当社取締役管理統括担当（現任）

147株
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取締役選任議案

－ 51 －

候補者
番　号

氏　　　名
（生年月日）

略歴、重要な兼職状況ならびに当社に
お け る 地 位 お よ び 担 当

所有する当社
の 株 式 数

５
服 巻 俊 哉

(昭和38年１月28日生)

昭和61年４月　株式会社ニチイ（現　イオン

　　　　　　　リテール株式会社）入社

平成３年２月　当社入社（出向）

平成４年９月　当社転籍

平成16年４月　当社カードシステム事業部長

平成18年６月　当社取締役カードシステム事業

　　　　　　　部長

平成21年４月　当社取締役アウトソーシング

　　　　　　　事業部長

平成21年10月　当社取締役アウトソーシング

　　　　　　　事業部長兼アウトソーシング

　　　　　　　事業部事業戦略室長

平成22年４月　当社執行役員特定顧客事業部長

平成23年10月　当社執行役員グローバル特定

　　　　　　　顧客推進室長（現任）

平成24年１月　維傑思科技（杭州）有限公司

　　　　　　　副総経理（現任）

129株

６
佐 藤   諭

(昭和38年６月24日生)

昭和59年４月　日本精工株式会社入社

昭和61年９月　富士ソフトウエア株式会社

　　　　　　　（現　富士ソフト株式会社）入社

平成16年10月　同社ＩＴ事業本部副本部長

平成19年10月　同社システム事業本部ＣＴ事業

　　　　　　　部長

平成21年10月　同社システム開発事業グループ

　　　　　　　制御アプリケーションユニット長

平成22年４月　同社執行役員エリア事業グループ

　　　　　　　長

平成24年４月　同社常務執行役員エリア事業本部

長、システム事業本部長（現任）

    -株

７
小 谷 知 哉

(昭和48年７月２日生)

平成８年４月　富士ソフト株式会社入社

平成20年10月　同社システム事業本部ＥＴ事業部

第２技術部長

平成21年10月　同社システム開発事業グループ

　　　　　　　通信制御システムユニット長

平成23年４月　同社システム開発事業グループ

　　　　　　　副事業グループ長

平成24年４月　同社執行役員ソリューション事業

本部副本部長（現任）

    -株
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取締役選任議案

－ 52 －

(注)１．取締役候補者大西誠氏は、連結子会社である維傑思科技（杭州）有限公司の董事長

兼総裁を兼務しており、当社は同社との間にソフトウエア開発等および金銭貸付等

の取引関係があります。その他取締役候補者と当社との間には、特別の利害関係は

ありません。

　　２．佐藤諭氏および小谷知哉氏は、社外取締役候補者であります。

　　　①両氏を社外取締役候補者とした理由は、当業界における両氏の豊富なビジネス経験

とＩＴに関する幅広い見識を活かして、当社の経営全般に対する監督、チェック機

能を果たしていただくことで、一層のグループの連携強化が期待できると判断した

ものであります。

　　　②両氏は、過去５年間に当社の特定関係事業者（会社法施行規則第２条第３項第18号

の定義によります。以下同じ。）の業務執行者（同規則同条同項第６号の定義によ

ります。以下同じ。）となったことがあり、現在も当社の特定関係事業者の業務執

行者であります。

　　　③両氏が社外取締役に就任された場合には、当社は両氏との間で責任限定契約を締結

する予定であります（責任限定契約の内容の概要は、事業報告の17頁⑤ハ．に記載

するものと同様の内容であります。）。
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監査役選任議案

－ 53 －

第４号議案　監査役２名選任の件

　本総会終結の時をもって、監査役井口與志昭氏および佐藤吉浩氏の両氏が任期

満了となりますので、監査役２名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者

番　号

氏　　　名
（生年月日）

略 歴 、 重 要 な 兼 職 状 況 お よ び
当 社 に お け る 地 位

所有する当社
の 株 式 数

１
生 嶋 滋 実

(昭和25年11月13日生)

昭和50年４月　日機装株式会社入社
昭和58年７月　株式会社富士ソフトウエア研究所
　　　　　　　（現　富士ソフト株式会社）入社
平成６年６月　同社取締役
平成13年６月　同社常務取締役
平成14年７月　同社常務取締役管理本部長
平成19年１月　同社常務取締役アウトソーシング
　　　　　　　事業本部長
平成21年６月　同社常務執行役員
平成21年10月　同社常務執行役員ソリューション
　　　　　　　事業グループ長
平成22年４月　同社専務執行役員
平成22年６月　同社専務取締役（現任）

     -株

２
佐 藤 吉 浩

(昭和38年６月20日生)

平成９年４月　弁護士登録
　　　　　　　大阪西総合法律事務所（現　弁護士

法人大阪西総合法律事務所）入所　
平成12年４月　佐藤吉浩法律事務所設立
平成23年９月　当社監査役（現任）

     -株

(注)１．各監査役候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
　　２．生嶋滋実氏は、社外監査役候補者であります。
　　　①同氏を社外監査役候補者とした理由は、同氏の企業経営に関する豊富な経験を活かし

て、当社の経営全般に対する適正な監督、チェック機能を果たしていただくことで、
企業の健全性の確保、透明性の高い公正な経営監視体制の強化を期待できると判断し
たものであります。

　　　②同氏は、過去５年間に当社の特定関係事業者（会社法施行規則第２条第３項第18号の
定義によります。以下同じ。）の業務執行者（同規則同条同項第６号の定義によりま
す。以下同じ。）となったことがあり、現在も当社の特定関係事業者の業務執行者で
あります。

　　３．佐藤吉浩氏は、社外監査役候補者であります。なお、同氏は、社外監査役巨勢欣一郎
氏が平成23年８月31日をもって辞任により退任したことに伴い、補欠監査役として、
平成23年９月１日をもって社外監査役に就任されたものであります。

　　　①同氏を社外監査役候補者とした理由は、弁護士として企業法務に関する幅広い見識を
有しておられ、当社の経営全般に対する大所高所からの監督と助言が期待でき、引き
続き社外監査役としての職務を適切に遂行いただけると判断したものであります。

　　　②同氏は、現在当社の社外監査役であり、その在任期間は本総会終結の時をもって10ヶ
月であります。

　　　③当社は、同氏との間で責任限定契約を締結しております。同氏の再任が承認された場
合には、当該契約を継続する予定であります（責任限定契約の内容の概要は、事業報
告の17頁⑤ハ．に記載のとおりであります。）。



2012/05/23 16:20:04 ／ 11809732_ヴィンキュラムジャパン株式会社_招集通知

補欠監査役選任議案

－ 54 －

第５号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第

２項の規定に基づき予め補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、補欠監査役の選任の効力は、就任前に限り、監査役会の同意を得て、

取締役会の決議によりその選任を取り消すことができるものとさせていただ

きたいと存じます。

　また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

氏　　名

（生年月日）
略 歴 お よ び 重 要 な 兼 職 状 況

所有する当社
の 株 式 数

草 彅 　 徹

(昭和41年６月21日生)

平成３年６月　アクセンチュア株式会社入社

平成19年11月　富士ソフト株式会社入社

平成21年１月　同社ＩＴ事業本部インフラソリュー

　　　　　　　ション事業部副事業部長兼ＩＴ事業

　　　　　　　本部企画室長

平成21年４月　同社ＩＴ事業本部企画室長

平成21年10月　同社システム開発事業グループ事業

　　　　　　　企画ユニット長

平成22年４月　同社国際部長兼国際部国際事業推進

　　　　　　　室長

平成22年７月　同社国際部長

平成23年４月　同社企画部グループ戦略室長

平成24年１月　同社企画部グループ統括室長

平成24年４月　同社経営管理部グループ統括室長

　　　　　　　（現任）

       -株

（注）１．補欠監査役候補者草彅徹氏と当社との間には、特別の利害関係はありません。

　　　２．同氏は、補欠の社外監査役候補者であります。

①同氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、当業界における同氏の豊富なビジ

ネス経験とＩＴに関する幅広い見識を活かして、当社の経営全般に対する適正な

監督、チェック機能を果たしていただくことで、一層のグループの連携強化が期

待できると判断したものであります。

②同氏は、過去５年間に当社の特定関係事業者（会社法施行規則第２条第３項第18

号の定義によります。以下同じ。）の業務執行者（同規則同条同項第６号の定義

によります。以下同じ。）となったことがあり、現在も当社の特定関係事業者の

業務執行者であります。

③同氏が社外監査役に就任された場合には、当社は同氏との間で責任限定契約を締

結する予定であります（責任限定契約の内容の概要は、事業報告の17頁⑤ハ．に

記載のとおりであります。）。
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退職慰労金贈呈議案

－ 55 －

第６号議案　退任監査役に対し退職慰労金贈呈の件

　本総会終結の時をもって任期満了により退任されます監査役井口與志昭氏に対

し、在任中の功労に報いるため、当社の定める一定の基準に従い相当額の範囲内

において退職慰労金を贈呈することといたしたいと存じます。

　なお、その具体的な金額、贈呈の時期、方法等は、取締役在任期間分につきま

しては取締役会に、監査役在任期間分につきましては監査役の協議にご一任願い

たいと存じます。

　退任監査役の略歴は、次のとおりであります。

氏 名 略 歴

井 口 與 志 昭

平成３年２月　当社取締役

平成16年６月　当社常勤監査役

　　　　　　　現在に至る

　

以　上　
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地図

株主総会会場ご案内図
大阪市北区堂島浜二丁目１番25号

社団法人中央電気倶楽部　511号室

ＴＥＬ（０６）６３４５－６３５１（代表）

Ｎ

交番

堂島アクシス
ビル

古河大阪ビル

京阪中之島線

堂島ホテル

ハービスプラザ

ＪＲ
大阪駅

阪神電鉄
梅田駅

ＪＲ東西線
北新地駅

地
下
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四
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橋
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梅
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駅

国道２号線
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速
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田
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中
央
電
気
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楽
部

交番

サントリー
ビル

サントリー
ビル

堂島アクシス
ビル

古河大阪ビル

電通ビル

新藤田ビル
ＮＴＴ
ビル

ＮＴＴ ＤＡＴＡ
堂島ビル

堂島川

京阪中之島線
渡辺橋駅

朝日新聞社

りそな銀行

堂島ホテル

みずほ銀行

堂島アバンザ

近鉄堂島ビル

桜　橋
交差点

三菱東京ＵＦＪ銀行

ザ・リッツカールトン
大阪

ブリーゼタワー 駅前第１ビル

ヒルトン
ホテル大阪
ヒルトン
ホテル大阪

ハービス
エント

ヒルトンプラザ
ウエスト
ヒルトンプラザ
ウエスト

ハービスプラザ

ＪＲ
大阪駅

阪神電鉄
梅田駅

ＪＲ東西線
北新地駅

至
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後
橋
駅
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橋
駅
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つ
橋
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橋
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地
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四
つ
橋
線

西
梅
田
駅

国道２号線

阪
神
高
速
池
田
線

当
社

交通のご案内
○交通機関
・ＪＲ大阪駅より   徒歩約10分  ・地下鉄四ツ橋線 西梅田駅より 徒歩約７分
・ＪＲ北新地駅より 徒歩約５分  ・地下鉄四ツ橋線 肥後橋駅より 徒歩約５分
・阪神梅田駅より   徒歩約７分  ・京阪中之島線   渡辺橋駅より 徒歩約５分
○ご注意
・会場駐車場はご利用できませんので、なるべく上記交通機関をご利用ください。　




